
千葉市再生資源物の屋外保管に係る不利益処分の基準 

（目的） 

第１条 この基準は、千葉市行政手続条例（平成７年条例第４０号）第１２条の規定に基

づき、千葉市再生資源物の屋外保管に関する条例（令和３年条例第３６号。以下「条

例」という。）に規定する再生資源物の屋外保管に係る不利益処分の基準を定め、不利

益処分の公平性の確保と透明性の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この基準における用語の意義は、条例に規定するもののほか、次の各号に定める

ところによる。 

（１）不利益処分 次のいずれかをいう。 

ア 許可屋外保管事業場の使用の停止命令 条例第１４条第２項の規定により、許可

屋外保管事業場設置者に対して期間を定めて屋外保管事業場の使用の停止を命令す

ること。 

イ 許可の取消し 条例第１５条の規定により、屋外保管事業場の設置許可を取り消

すこと。 

ウ 屋外保管事業場の使用の停止命令 条例第１９条第１項の規定により、屋外保管

事業者に対して期間を定めて屋外保管事業場の使用の停止を命令すること。 

（不利益処分の基準） 

第３条 屋外保管事業場設置者及び屋外保管事業者（以下「屋外保管事業者等」とい

う。）に係る不利益処分の基準は、別表のとおりとする。 

２  屋外保管事業場の使用の停止命令を行う場合は、原則として、その屋外保管事業場

の使用の全部を停止させるものとする。ただし、停止命令中であっても屋外保管事業場

から再生資源物を搬出することのみ認めることができる。 

 （軽減） 

第４条 前条の規定により不利益処分を行う場合（処分内容が停止６０日または停止３０

日である場合に限る。）において、屋外保管事業者等が次の各号のいずれかに該当する

ときは、別表の処分内容を軽減することができる。この場合において、別表に定める処

分内容が停止６０日にあっては、停止３０日又は停止１０日に、停止３０日にあって

は、停止１０日にするものとする。 

（１）違反行為等を行った動機等に特に情状を酌量する余地が認められるとき。 

（２）違反行為等の後、適切な是正措置を講じ、生活環境の保全に努めたと認められると

き。 

（３）その他処分内容を軽減するに足りる相当の理由があると認められるとき。  

（加重） 

第５条 第３条の規定により不利益処分を行う場合（処分内容が停止６０日、停止３０日

及び停止１０日である場合に限る。）において、屋外保管事業者等が次の各号のいずれ

かに該当するときは、別表の停止日数に上乗せをすることができる。この場合におい



て、別表に定める処分内容が、停止６０日にあっては、停止９０日に、停止３０日にあ

っては、停止６０日又は停止９０日に、停止１０日にあっては、停止３０日、停止６０

日又は停止９０日にするものとする。 

（１）違反行為等が結果として、生活環境保全上の支障を生じさせ又は、生じるおそれの

ある状況を招いたとき。 

（２）違反行為等の是正の指導を受けていたにもかかわらず、これに従わず、当該違反行

為等を繰り返し継続しているとき。 

（３）屋外保管事業場の使用の停止命令を受けてから５年を経過していないとき。 

（４）その他処分内容を加重するに足りる相当の理由があると認められるとき。 

（複数の取消し等の要件） 

第６条 別表に定める要件が複数ある場合、当該要件に係る不利益処分のうち最も重いも

のを適用する。ただし、処分内容がいずれも停止であって、特に必要と認めるときは、

停止日数に上乗せをすることができる。この場合において、上乗せ後の停止日数につい

ては、それぞれの停止日数を合算した期間内とする。 

 （不利益処分の公表） 

第７条 不利益処分を行ったときは、当該処分を受けた者の氏名（法人の場合にあっては名

称）、処分年月日、当該処分の内容及び当該処分を受ける原因となった事実その他必要

な事項について、千葉市ホームページ等で公表するものとする。 

（不利益処分の基準の公表） 

第８条 この基準は、次に掲げる方法により公表するものとする。 

（１）千葉市ホームページへの掲載 

（２）千葉市環境局資源循環部産業廃棄物指導課における閲覧 

 

附 則  

 この基準は、令和４年５月１日より施行する。 


